
日高市は、令和３年２月に、2050年のカーボンニュートラル達成を目標とした「ゼロカーボンシ
ティ共同宣言」を所沢市、飯能市、狭山市、入間市とともに表明しました。

カーボンニュートラルとは、CO2（二酸化炭素）等の温室効果ガス＊の人為的な排出量と森林によ
るCO2の吸収量が均衡している状態です。

このロードマップは、本市が2030年までに集中して取り組む削減対策と2050年カーボンニュー
トラルに向けた基本的な道筋を示すものです。

※本編中の「＊」は、資料編の用語集に解説を記載しています。

令和６年●月

日高市

はじめに
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1

ロードマップの策定にあたって

【ロードマップの位置付け】
本ロードマップは、日高市環境

基本計画を上位計画とし、その分
野別計画にあたる地球温暖化対策
実行計画（事務事業編）及び（区
域施策編）に基づくものです。関
連する計画の改正等にあわせ、必
要に応じて改正します。

【国内外の動向】
パリ協定の採択以降、世界各国で

2050年カーボンニュートラルに向
けた目標を掲げる動きが広がり、我
が国では2020年にカーボンニュー
トラルの目標が掲げられました。翌
2021年には、日高市において「ゼ
ロカーボンシティ共同宣言」を表明
し、国の目標に貢献していく意向を
示しました。

今後、本市では2050年カーボン
ニュートラルに向けた取組を加速し
ていきます。



日高市の温室効果ガス排出量は、約1,000 千t-CO２前後で推移しています。
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日高市の温室効果ガス排出量の現況と将来予測

日高市ではどれくらい温室効果ガスが出ているの？
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んだね。
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2030（令和12）年までに
2013（平成25）年度比で46.0％の削減を目指します

中期目標

2050（令和32）年までに
カーボンニュートラルを目指します

長期目標

日高市の削減目標は？

みんなで協力して削減に
取り組もう！
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2030年度までに省エネルギー対策によりエネルギー起源分野で約79 千t-CO2削減する必要
があります。
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どれだけ温室効果ガスを減らすの？

BAU 省エネ等 太陽光発電

産業 144.9 116.4 2.0 24.8 1.8 19.7%

業務その他 66.3 43.3 7.8 13.9 1.3 34.7%

家庭 78.8 50.3 13.0 14.2 1.3 36.2%

運輸 95.6 62.2 7.5 25.9 － 34.9%

工業プロセス 678.2 373.8 12.8 291.7 － 44.9%

農業 0.2 0.1 0.1 － － 58.2%

廃棄物 0.6 0.5 0.1 － － 18.4%

小計 1,064.7 646.5 43.2 370.5 4.4 39.3%

電力排出係数＊

の低減
－ － －

CO2吸収量 － － －
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家庭部門における年間電気使用量と
太陽光発電導入ポテンシャル

市内の住宅に太陽
光発電設備を導入し
た場合の発電電力量
のポテンシャルは、
ご家庭における年間
電気使用量（2022
（令和４）年度）の
約1.4倍にあたりま
す。
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必要な再生可能エネルギー導入量は？

日高市において最も有効な再生可能エネル
ギー利用設備は、太陽光発電設備です。

2030（令和12）年度までに太陽光発電設
備を7,414 kW（4.4 千t-CO2）導入する必
要があります。

単位：kW
＊

設置場所 既設 新設 合計

家庭 7,654 2,252 9,906

事業所 18,834 5,163 23,996

合計 26,488 7,414 33,902



基準年度 現況年度 中期目標年度 長期目標年度

2013
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2020
（令和２）

2030
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2050
（令和32）

— 5.1% 46.4%
カーボン
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1,064.7 1,010.7 570.9 4.4

― 3.1 3.1以上 4.4

温室効果ガス

（千t-CO2）
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　の導入
▶省エネルギー設

　備の技術革新
　　　　　. . . etc.

年度
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 ※ 現況年度の総排出量のうち占める割合が１％にも満たない「農業分野」及び「廃棄物分野」を除いていること、2030年度における電気排出係数の低減による削減

　  量を考慮していることから、総排出量と部門・分野別の合計値は一致しません。
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＊
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カーボン

ニュートラル
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＊
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＊
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＊
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＊
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削減目標に向けたロードマップの全体像

産業部門

業務その他部門

家庭部門

運輸部門

工業プロセス
分野



7

温室効果ガス排出量の削減に向けた取組例

下記の取組例を参考に、一人ひとりが高い意識を持って取り組みましょう。
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将来ビジョン

本市が2050（令和32）年までに目指す将来ビジョンです。市・市民・事業者な
どがそれぞれ主体となり、ゼロカーボンシティに向けて取り組むことが望まれます。
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森林の多面的機能

木材の燃焼により発生するCO2は、木が成長過程で貯蓄したCO2の放出にあ
たるため、カーボンニュートラルの考えが適用されます。伐採、植林による森林
の若返りを推進するとともに、伐採木を建築材やバイオマス燃料として活用する
ことが、温室効果ガス排出量の削減目標達成に向けた手段として有効です。

森林の適正整備と木材利用
出典：木材を使用して、元気な森林を取り戻そう！（政府広報オンライン）
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■ 資料編



■ZEB（Net Zero Energy Building）

オフィスビルや商業ビル等を対象とした、省エネルギーによって
使うエネルギーを減らし、再生可能エネルギーによって使う分のエ
ネルギーを賄うことで、消費する年間の一次エネルギーの収支をゼ
ロにすることを目指した建物のことです。住宅向けをZEH （Net
Zero Energy House）といいます。

■ウォームビズ

暖房時の室温は20℃を目安とし、過度な暖房に頼らずに暖かい
服装で冬を快適に過ごすライフスタイルです。
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用語解説①

■BAU（Business As Usual）

今後追加的な対策を見込まないまま推移した場合の将来の温室効
果ガス排出量のことです。

■EMS（Energy Management System）

エネルギーの使用状況を、専用のモニターやパソコン、スマート
フォン等に表示することにより、省エネルギー行動を支援するシス
テムです。住宅向けにはHEMS、商用ビル向けにはBEMS、工場
向けにはFEMSと、管理対象別にシステムが展開されています。

■MaaS（Mobility as a Service）

鉄道、バス等の複数の公共交通機関やカーシェア、シェアサイク
ル等の移動サービスを最適に組み合わせ、検索・予約・決済等を一
括で行うサービスです。

■W（ワット）

発電設備における単位時間当たりの最大仕事量を表す「設備容
量」の単位です。

■Wh（ワットアワー）

電化製品の消費電力量、または発電設備における発電電力量を表
す単位です。

B

E

Z

あ行

M

W

身近な家電製品における電力消費量

・冷蔵庫
293 kWh/年（401～450Lの場合）

・電球型LEDランプ
15 kWh/年（１日５～６時間点灯した場合）

・テレビ
84 kWh/年（40V型液晶テレビの場合）

・エアコン
811 kWh/年（冷暖房兼用・壁掛け形・冷房能力2.8kW・寸法
規定クラスの場合）
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用語解説②

■エコドライブ

燃料の消費量や温室
効果ガスの排出量を減
らし、地球温暖化の防
止に向けた運転をする
取組です。警察庁、経
済産業省、国土交通省
及び環境省をメンバー
としたエコドライブ普
及連絡会では、「エコ
ドライブ10のすすめ」
として、次の取組を励
行しています。

■エネルギー起源CO2

各種燃料及び他人から供給された電気・熱の使用に伴うCO2排出
量を指します。本市では、「産業部門」「業務その他部門」「家庭
部門」「運輸部門」が該当します。

⇔非エネルギー起源CO2＋CH4（メタン）＋N2O（一酸化二窒
素）

燃料や電気・熱の使用を起源としない温室効果ガス排出量。
本市では「工業プロセス分野」「農業分野」「廃棄物分野」
が該当します。

■温室効果ガス

大気中の熱を吸収する性質があり、地球を一定の温度に保つ役割
を担います。温室効果ガスの大気中濃度が高まることで、吸収され
る熱量が増加し地球温暖化を招きます。

■環境省LD-Tech認証制度

現在商品化済みで我が国の脱炭素化を促進する設備・機器等のう
ち、温室効果ガスの削減に最大の効果をもたらす製品を「環境省
LD-Teck認証製品」として情報発信を行い、脱炭素社会の実現を
目指す制度です。

■クールビズ

冷房時の室温は28℃を目安とし、過度な冷房に頼らずに涼しい
服装で夏を快適に過ごすライフスタイルのことです。

か行

あ行
2020（令和２）年度の日高市における１世帯当たりの年間

CO2排出量は、2,534 ㎏-CO2でした。
これは、40年生

のスギ約288本が
１年間で吸収する
量と同程度です。
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スギ約288本相当

2020年度の日高市における１世帯当たりの年
間CO2排出量と、スギによる年間CO2吸収量

① 自分の燃費を把握しよう

② ふんわりアクセル「eスタート」

③ 車間距離にゆとりをもって、加速・減速の少ない運転

④ 減速時は早めにアクセルを離そう

⑤ エアコンの使用は適切に

⑥ ムダなアイドリングはやめよう

⑦ 渋滞を避け、余裕をもって出発しよう

⑧ タイヤの空気圧から始める点検・整備

⑨ 不要な荷物はおろそう

⑩ 走行の妨げとなる駐車はやめよう
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用語解説③

■高効率照明

LEDなどの少ないエネルギーで十分な明るさを実現できる照明の
ことです。国の地球温暖化計画において「LED等の高効率照明につ
いて2030年までにストックで100％普及することを目指す」とさ
れています。

■コージェネレーション

気体燃料や液体燃料から発電を行い、発電の際に生じる排熱を空
調や給湯に利用する熱電併給設備のことです。

■次世代自動車

窒素酸化物（NOX）や粒子状物質（PM）等の大気汚染物質の排
出が少ない、または全く排出しない、燃費性能が優れているなどの
環境にやさしい自動車のことです。燃料電池自動車（FCV）、電気
自動車（EV）、ハイブリッド自動車（HV）、プラグインハイブ
リッド自動車（PHV/PHEV）、クリーンディーゼル自動車
（CDV）等が該当します。

■電力排出係数

各電気事業者が、電力を発電・販売する際に排出されるCO2の量
を示す指標であり、他人から供給された電気の使用に伴うCO2排出
量を算定する際に用いられます。再生可能エネルギー割合の高い電
気を供給する電気事業者ほど電力排出係数は低くなり、このような
電気事業者と契約することで、CO2排出量を大幅に削減できます。

■トップランナー制度

エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）に基づき、
現在商品化済みの製品のうち、エネルギー消費効率が最も優れてい
るもの（トップランナー）の性能に加え、技術開発の将来の見通し
等を勘案し、製造事業者や輸入事業者に対し、エネルギー消費効率
の目標を示す制度です。

■バイオマス燃料

動植物由来の有機性資源を原料とした燃料のことです。化石燃料
を代替する燃料として利用拡大が期待されています。

た行

は行

さ行

か行


